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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期連結
累計期間

第16期
第３四半期連結
累計期間

第15期
第３四半期連結
会計期間

第16期
第３四半期連結
会計期間

第15期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 4,226,8684,083,1281,520,2781,326,2035,362,554

経常利益（千円） 214,465 334,001 125,869 90,014 262,095

四半期（当期）純利益（千円） 149,837 194,930 75,635 52,798 177,248

純資産額（千円） － － 1,117,2181,263,4781,151,936

総資産額（千円） － － 2,679,9634,705,2294,025,414

１株当たり純資産額（円） － － 28,720.2630,846.6428,442.87

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3,851.854,783.811,944.361,289.594,541.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
3,730.344,753.181,868.431,286.294,390.58

自己資本比率（％） － － 41.7 26.8 28.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
914,940△370,840 － － 380,855

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,616 △454 － － △864,152

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△597,705 416,898 － － 706,088

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,554,7191,507,4951,461,891

従業員数（人） － － 76 93 83

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 93     

（注）従業員数は就業人員であり、嘱託社員は２名で従業員数に含んでおります。 　

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 88     

（注）従業員数は就業人員（当社外への出向者を除いております。）であり、嘱託社員は２名で従業員数に含んでおり

ます。 　
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

不動産仲介事業 － － － －

新築戸建分譲事業 － － － －

建設請負事業 84,458 169.2 66,689 158.7

損害保険代理事業 － － － －

合計 84,458 169.2 66,689 158.7

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記のセグメントの建築請負事業以外につきましては、受注実績はありません。

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

不動産仲介事業（千円） 82,463 93.4

新築戸建分譲事業（千円） 1,174,776 87.4

建設請負事業（千円） 61,559 76.1

損害保険代理事業（千円） 7,403 104.2

合計（千円） 1,326,203 87.2

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．中古物件及び土地のみの販売は、新築戸建分譲事業に分類しております。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等や新たな事

業等のリスクの発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国経済の回復に伴い、緩やかな持ち直しの動きが見られ

る一方、雇用情勢は依然として厳しく、消費者の節約志向が続く中、急激な円高の進行や継続的なデフレ等の懸念

材料もあり、依然として先行き不透明な状況にあります。

当不動産業界におきましては、「住宅版エコポイント制度」等の政府による経済対策により、住宅着工状況につ

いては持ち直しの傾向が続き、住宅需要は堅調に推移いたしました。

このような事業環境の下、当社グループは不動産仲介、新築戸建分譲、建設請負、損害保険代理の４事業分野の連

携を図りながら、住宅一次取得者層のニーズにマッチした、適正価格ながらも付加価値の高い分譲物件の販売を継

続いたしました。これにより物件の販売は好調に推移し、適正な利潤の確保に繋がっております。しかしながら一

部物件の販売開始時期が当第３四半期中盤以降となったため、前年同期に比して売上高、利益額共に減少となりま

した。

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高1,326百万円（前年同期比12.8％減）、

営業利益93百万円（同23.3％減）、経常利益90百万円（同28.5％減）、四半期純利益52百万円（同30.2％減）とな

りました。

　　 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産仲介事業

当社グループの中核事業と位置づけております不動産仲介事業においては、最新の情報を基に地域内の需給バ

ランスを重視し他事業とのシナジー効果の最大化を図る販売促進を推進いたしました。

この結果、当事業の売上高は87百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益は5百万円（同68.7％減）となりまし

た。

②新築戸建分譲事業

新築戸建分譲事業においては、顧客ニーズに沿った商品の販売による早期完売推進により、適正な利潤は確保し

ておりますが、一部物件の販売開始時期が第３四半期中盤以降となったため、前年同期に比して売上高、利益額共

に減少となりました。

この結果、当事業の売上高は1,174百万円（前年同期比12.6％減）、営業利益は128百万円（同5.9％減）となり

ました。

③建設請負事業

建設請負事業においては、注文住宅及びリフォームの請負事業を展開しております。この事業における売上高は

61百万円（前年同期比23.9％減）、営業利益は6百万円（同50.6％減）となりました。

④損害保険代理事業

損害保険代理事業においては、不動産関連サービスから派生する火災保険及び地震保険等の代理店業務を行っ

ております。この事業における売上高は7百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益は1百万円（同49.3％減）とな

りました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の減少

452百万円、投資活動による資金の増加３百万円、財務活動による資金の増加479百万円となり、資金は前四半期連

結会計期間末と比較して30百万円増加しました。この結果、当第３四半期連結会計期間末資金残高は1,507百万円

となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、452百万円（前年同期は624百万円の資金の増

加）となりました。これは主に、たな卸資産の増加558百万円、税金等調整前四半期純利益90百万円等によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、３百万円（前年同期比23.1％減）となりまし

た。これは主に、定期預金の払戻による収入18百万円、定期預金の預入による支出９百万円等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、479百万円（前年同期比463百万円の資金の減

少）となりました。これは主に、たな卸資産の増加等に対応した短期借入金の純増額500百万円、長期借入れによる

収入72百万円、長期借入金の返済による支出247百万円、社債の発行による収入197百万円等によるものでありま

す。

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)　研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000

計 130,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 40,960 40,960
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）
（注）

計 40,960 40,960 － －

　（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。また、当社は単

元株制度を採用しており、１単元株式数は１株であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧

商法に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年11月28日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 100 （注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数１株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100 （注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000 （注）３

新株予約権の行使期間
自平成17年11月29日

至平成25年11月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）

発行価格　 　5,000 （注）３

資本組入額　 2,500 （注）３

新株予約権の行使の条件

① 権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役又は従業員の地

位を有しているものとする。

② 本新株予約権の質入その他の一切の処分は認めないものとする。

③ その他の条件については、本取締役会決議並びに株主総会に基づ

き、会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「株式会社ハウ

スフリーダム新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．当社が株式分割又は株式併合をおこなう場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点において行使されていない本新株予約権の目的たる株式の数

についておこなわれ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切りあげる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）

３．平成17年５月10日開催の取締役会決議により、平成17年５月31日付で１株を５株とする株式分割をおこなって

おります。また、平成17年９月11日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で１株を２株とする株式分

割をおこなっております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予

約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組

入額」が調整されております。
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②　平成16年４月13日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 40 （注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数１株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40 （注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 24,000 （注）３

新株予約権の行使期間
自平成18年４月18日

至平成26年４月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）

発行価格　　24,000 （注）３

資本組入額　12,000 （注）３

新株予約権の行使の条件

① 権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役又は従業員の地

位を有しているものとする。

② 本新株予約権の質入その他の一切の処分は認めないものとする。

③ その他の条件については、本取締役会決議並びに株主総会に基づ

き、会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「株式会社ハウ

スフリーダム新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．当社が株式分割又は株式併合をおこなう場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点において行使されていない本新株予約権の目的たる株式の数

についておこなわれ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切りあげる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）

３．平成17年５月10日開催の取締役会決議により、平成17年５月31日付で１株を５株とする株式分割をおこなって

おります。また、平成17年９月11日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で１株を２株とする株式分

割をおこなっております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予

約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組

入額」が調整されております。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
260 40,960 650 328,112 650 173,210

　（注）　新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写し送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,700 40,700
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 40,700 － －

総株主の議決権 － 40,700 －

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数（株）
他人名義

所有株式数（株）
所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数の
割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高（円） 24,300 24,790 26,600 33,000 31,900 36,000 35,000 35,000 33,400

最低（円） 21,550 22,500 22,000 25,920 26,600 30,000 32,000 31,500 31,050

　（注）最高・最低株価は、証券会員制法人福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受けており、また当第３四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,543,930 1,504,893

受取手形及び売掛金 2,976 6,531

販売用不動産 ※2
 162,601

※2
 135,889

仕掛販売用不動産 ※2
 1,567,790

※2
 957,305

未成工事支出金 18,183 7,489

繰延税金資産 20,504 21,221

その他 71,457 34,547

貸倒引当金 △958 △309

流動資産合計 3,386,485 2,667,568

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 99,912

※1, ※2
 103,078

車両運搬具（純額） ※1
 4,005

※1
 3,866

工具、器具及び備品（純額） ※1
 3,432

※1
 3,984

土地 ※2
 127,303

※2
 127,303

有形固定資産合計 234,653 238,233

無形固定資産

のれん 1,759 2,478

ソフトウエア 4,831 2,565

その他 179 179

無形固定資産合計 6,770 5,223

投資その他の資産

投資有価証券 5,120 4,544

投資不動産（純額） ※1, ※2
 995,109

※1, ※2
 1,026,718

繰延税金資産 1,242 528

その他 56,556 61,649

貸倒引当金 △5,449 △5,449

投資その他の資産合計 1,052,579 1,087,990

固定資産合計 1,294,002 1,331,447

繰延資産 24,741 26,397

資産合計 4,705,229 4,025,414
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 324,327 252,961

短期借入金 ※2
 843,000

※2
 691,000

1年内償還予定の社債 ※2
 184,400

※2
 182,800

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 382,844

※2
 194,154

未払法人税等 97,945 89,446

賞与引当金 20,165 5,879

製品保証引当金 11,264 11,176

その他 139,685 183,748

流動負債合計 2,003,632 1,611,166

固定負債

社債 ※2
 906,000

※2
 837,400

長期借入金 ※2
 526,398

※2
 424,104

その他 5,720 806

固定負債合計 1,438,118 1,262,310

負債合計 3,441,751 2,873,477

純資産の部

株主資本

資本金 328,112 326,962

資本剰余金 173,210 172,060

利益剰余金 761,228 652,562

株主資本合計 1,262,550 1,151,584

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 928 352

評価・換算差額等合計 928 352

純資産合計 1,263,478 1,151,936

負債純資産合計 4,705,229 4,025,414
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 4,226,868 4,083,128

売上原価 3,287,244 2,997,935

売上総利益 939,624 1,085,192

販売費及び一般管理費 ※1
 732,659

※1
 749,049

営業利益 206,964 336,142

営業外収益

受取利息 1,577 1,149

受取配当金 24 89

受取手数料 21,401 17,104

不動産賃貸料 12,722 73,720

その他 3,116 3,801

営業外収益合計 38,842 95,866

営業外費用

支払利息 21,077 28,753

不動産賃貸原価 4,080 52,418

その他 6,183 16,836

営業外費用合計 31,340 98,007

経常利益 214,465 334,001

特別利益

固定資産売却益 － 14

特別利益合計 － 14

特別損失

固定資産除却損 ※2
 7,647

※2
 110

店舗閉鎖損失 2,160 －

特別損失合計 9,807 110

税金等調整前四半期純利益 204,658 333,905

法人税、住民税及び事業税 71,326 138,971

法人税等調整額 △16,504 3

法人税等合計 54,821 138,974

四半期純利益 149,837 194,930
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,520,278 1,326,203

売上原価 1,163,301 979,508

売上総利益 356,977 346,694

販売費及び一般管理費 ※1
 235,286

※1
 253,344

営業利益 121,690 93,349

営業外収益

受取利息 462 457

受取手数料 7,481 5,537

不動産賃貸料 4,219 24,480

その他 1,604 2,202

営業外収益合計 13,767 32,678

営業外費用

支払利息 6,297 10,784

不動産賃貸原価 1,300 19,592

その他 1,989 5,636

営業外費用合計 9,588 36,013

経常利益 125,869 90,014

特別利益

固定資産売却益 － 14

特別利益合計 － 14

特別損失

固定資産除却損 ※2
 33

※2
 △13

特別損失合計 33 △13

税金等調整前四半期純利益 125,835 90,042

法人税、住民税及び事業税 56,332 41,124

法人税等調整額 △6,132 △3,880

法人税等合計 50,200 37,244

四半期純利益 75,635 52,798
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 204,658 333,905

減価償却費 9,207 39,304

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 648

受取利息及び受取配当金 △1,601 △1,239

支払利息 21,077 28,753

固定資産売却損益（△は益） － △14

固定資産除却損 7,647 110

店舗閉鎖損失 2,160 －

売上債権の増減額（△は増加） △24,682 △8,692

たな卸資産の増減額（△は増加） 683,806 △647,890

仕入債務の増減額（△は減少） 20,991 40,665

その他 15,391 4,950

小計 938,656 △209,499

利息及び配当金の受取額 1,883 1,217

利息の支払額 △22,259 △33,976

法人税等の支払額 △3,340 △128,582

営業活動によるキャッシュ・フロー 914,940 △370,840

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,751 △29,451

定期預金の払戻による収入 100,305 36,017

有形固定資産の取得による支出 △5,116 △2,902

有形固定資産の売却による収入 － 57

投資不動産の取得による支出 △90,090 －

長期前払費用の取得による支出 △5,714 △545

その他 1,751 △3,630

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,616 △454

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △180,900 152,000

長期借入れによる収入 262,000 902,000

長期借入金の返済による支出 △487,052 △611,016

社債の発行による収入 － 197,307

社債の償還による支出 △188,200 △129,800

株式の発行による収入 － 2,300

配当金の支払額 △72 △86,014

その他 △3,481 △9,878

財務活動によるキャッシュ・フロー △597,705 416,898

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 315,618 45,603

現金及び現金同等物の期首残高 1,239,100 1,461,891

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,554,719

※
 1,507,495

EDINET提出書類

株式会社ハウスフリーダム(E04048)

四半期報告書

18/29



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更  (1)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間よ

り適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

（工期がごく短期間のものを除く）については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間末においては工事進行基準を適用してい

るものがないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益への影響額はありません。

 (2)消費税等の会計処理

　当社及び連結子会社は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間より、

固定資産等に係る控除対象外消費税等の処理について発生年度の期間費用

と処理する方法から投資その他の資産の「その他」（長期前払費用）に計

上し、５年間で均等償却する方法に変更したため、前第３四半期連結会計期

間と当第３四半期連結会計期間で固定資産等に係る控除対象外消費税等の

処理方法が異なっております。

　なお、前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間は、固定

資産等に係る控除対象外消費税等がないため、この変更による影響額はあ

りません。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法   貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基準を

使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

建物及び構築物 46,467千円

車両運搬具 5,891千円

工具、器具及び備品 19,297千円

投資不動産 48,877千円

※１　有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

建物及び構築物 42,414千円

車両運搬具 7,641千円

工具、器具及び備品 19,332千円

投資不動産 17,269千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産

仕掛販売用不動産

71,981千円

1,234,572千円

建物及び構築物 25,632千円

土地 65,273千円

投資不動産 988,075千円

計 2,385,536千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 39,582千円

仕掛販売用不動産 679,498千円

建物及び構築物 85,215千円

土地 127,303千円

投資不動産 1,019,570千円

計 1,951,170千円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 843,000千円

1年内返済予定の長期借入金 312,848千円

長期借入金

社債に対する被保証債務

468,048千円

702,000千円

計 2,325,896千円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 691,000千円

1年内返済予定の長期借入金 109,990千円

長期借入金

社債に対する被保証債務

313,257千円

720,000千円

計 1,834,247千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与手当 298,335千円

賞与引当金繰入額 18,208千円

製品保証引当金繰入額 532千円

給与手当 310,674千円

貸倒引当金繰入額 648千円

賞与引当金繰入額 17,681千円

製品保証引当金繰入額 4,324千円

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 7,168千円

車両運搬具 137千円

工具、器具及び備品 341千円

車両運搬具 93千円

工具、器具及び備品 16千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与手当 96,625千円

賞与引当金繰入額 10,256千円

製品保証引当金繰入額 210千円

給与手当 95,273千円

賞与引当金繰入額 9,275千円

製品保証引当金繰入額 1,436千円

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 27千円

工具、器具及び備品 6千円

車両運搬具 △13千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 1,587,820千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △33,101千円

現金及び現金同等物 1,554,719千円

現金及び預金 1,543,930千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △36,435千円

現金及び現金同等物 1,507,495千円

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　40,960株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　(1)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年３月26日

定時株主総会
普通株式 86,265利益剰余金 2,130平成21年12月31日平成22年３月29日

　(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
不動産
仲介事業
（千円）

新築戸建
分譲事業
（千円）

建設請負
事業
（千円）

損害保険
代理事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 88,2941,343,96080,921 7,1021,520,278 － 1,520,278

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
2,294 254 － － 2,548 (2,548) －

計 90,5881,344,21480,921 7,1021,522,827(2,548)1,520,278

営業利益 17,715136,70713,668 2,511 170,602(48,912)121,690

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 
不動産
仲介事業
（千円）

新築戸建
分譲事業
（千円）

建設請負
事業
（千円）

損害保険
代理事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 82,4631,174,77661,559 7,4031,326,203 － 1,326,203

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
5,483 － － － 5,483 (5,483) －

計 87,9461,174,77661,559 7,4031,331,686(5,483)1,326,203

営業利益 5,550 128,602 6,751 1,272 142,177(48,827)93,349
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
不動産
仲介事業
（千円）

新築戸建
分譲事業
（千円）

建設請負
事業
（千円）

損害保険
代理事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 306,9133,632,276266,61721,0614,226,868 － 4,226,868

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
9,837 254 － － 10,091(10,091) －

計 316,7503,632,530266,61721,0614,236,959(10,091)4,226,868

営業利益 66,840240,80945,860 7,106 360,616(153,652)206,964

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 
不動産
仲介事業
（千円）

新築戸建
分譲事業
（千円）

建設請負
事業
（千円）

損害保険
代理事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 274,9473,601,997180,13626,0464,083,128 － 4,083,128

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
13,001 － － － 13,001(13,001) －

計 287,9483,601,997180,13626,0464,096,129(13,001)4,083,128

営業利益 42,067409,71524,547 6,607 482,937(146,794)336,142

（注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループの業務内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な業務内容

不動産仲介事業……………………不動産の売買仲介及び販売代理

新築戸建分譲事業…………………戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売

建設請負事業………………………注文住宅及びリフォ－ムの請負

損害保険代理事業…………………火災保険・地震保険等の保険代理業

３．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益が新築戸建分譲事業で21,577千円減少して

おります。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日） 

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日） 

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日） 

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 30,846.64円 １株当たり純資産額 28,442.87円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3,851.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,730.34円

１株当たり四半期純利益金額 4,783.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
4,753.18円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 149,837 194,930

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 149,837 194,930

期中平均株式数（株） 38,900 40,747

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,267 262

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,944.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,868.43円

１株当たり四半期純利益金額 1,289.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,286.29円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 75,635 52,798

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 75,635 52,798

期中平均株式数（株） 38,900 40,942

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,580 105

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。　

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理をおこなっており

ますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

株式会社ハウスフリーダム

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐伯　剛　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　康仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウスフ

リーダムの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　追記情報

　１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成21年９月15日開催の取締役会決議に基づき、平成21年10月

８日に投資不動産を取得している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

株式会社ハウスフリーダム

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉川　秀嗣　　　印

 業務執行社員  公認会計士 坂下　藤男　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウスフ

リーダムの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日か

ら平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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